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○山田総務課長  皆様、おはようございます。定刻となりましたので、ただいまより第

７回産業構造審議会産業技術環境分科会研究開発・イノベーション小委員会を開催いたし

ます。 

 冒頭、本日使用します資料につきましては、ホームページへの発表がおくれてしまった

ものですから、皆様に大変ご不便とご迷惑をおかけしましたことを、お詫びいたします。

本日は、皆様方に紙でも用意しておりますので、もしホームページのほうを見られない方

は紙のほうを御覧いただければと思います。 

 それでは、今回産業構造審議会の研究開発・イノベーション小委員会、実は久しぶりに

再開ということでございますけれども、未来投資戦略や科学技術基本計画の改正といった

ようなところを念頭に、議論を深めていければというふうに思っております。 

 委員長は、引き続き東京大学の五神真総長にお願いしております。 

 総長、一言お願いできればと思います。 

○五神委員長  皆様、おはようございます。２年半ぶりの開催ということですが、私と

しては継続しているように思っておりました。この間、未来投資会議で未来に向けてどの

ようなことに投資するかという、まさにこの小委員会で議論していただいたことを引き継

ぐような形の議論をしておりまして、私の中では続いていた気持ちになっていたというこ

とです。この２年半の間に、皆さんもお感じのように世の中は激変しております。さらに、

2025年に後期高齢化社会が本格化するまでに日本の社会を転換させなければならないとい

うことを踏まえると、残された時間がどんどん減っていっているという、焦りのような気

持ちもあります。ぜひここでは実質的な議論をしていただきたいなと思っています。よろ

しくお願いいたします。 

○山田総務課長  ありがとうございました。 

 それでは、次に、開会に当たり、産業技術環境局長の飯田より一言ご挨拶させていただ

ければと思います。 

○飯田産業技術環境局長  皆さん、おはようございます。飯田でございます。 

 二年半ぶりに第７回を開催させていただきます。産業構造審議会経産省の審議会という

ことで、新しい産業がどんどん生まれて日本経済を支えていく状況をどのように作ってい

くかということを出口にして、本委員会を開かせていただきたいと思っております。それ

は簡単ではないと考えております。 

 五神総長からお話がありましたが、未来投資会議等の場で様々な議論が行われ、対策が
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講じられて来ていますが、これで十分かと言うと、まだまだやるべきことはあると思いま

す。例えば、方向はいいのだけれどもスピード感とか規模が足りてなくて成果が出ていな

いもの、また、十分な調査分析が行われていないため、状況変化や世界の状況を把握でき

ず手を打てていないことがまだまだたくさん残っているのではないかなと思っております。

これは本当に誰かが短期間で健闘し、何かを決めてやればすぐできるということではなく

て、そういう状況が動く中で、いろいろな主体が知恵を絞って努力をし、少しずつ前に進

めて、最終的にはいい姿にしていくということをやり続けなければいけない課題であるの

かなというふうに思っております。ぜひ活発なご議論をお願いしたいと思っております。 

 １点だけ、研究開発税制という、この会のテーマにも合うような民間の方々の研究開発

を支援する税、今大詰めに参っておりまして、10分早く中座させていただきますけれども、

ぜひ本日はよろしくお願いいたします。 

○山田総務課長  ありがとうございました。 

 プレスの皆様、きょう、撮影があれば、ここまでというふうにしたいと思います。傍聴

は可能ですので、引き続き傍聴される方はご着席いただければと思います。 

 それでは、本委員会の委員につきましては、資料１で委員名簿を配付しておりますので、

それを紹介にかえさせていただきます。本委員会では、17名おりました委員につきまして、

今回12名の方に新しく着任、就任をいただいておりまして、大幅に委員を交代しての再開

ということでございます。 

 なお、高橋委員につきましては、所属が前回委員会の際の記載が正確ではございません

でしたので、本委員会より修正をさせていただいております。大変ご迷惑をおかけして失

礼をいたしました。 

 また、本日は、江戸川委員、大島委員、梶原委員及び渡部委員からご欠席の連絡をいた

だいております。本委員会の総員数は17名でございますので、本日13名の方にご出席をい

ただいたということで、過半数に達したということをご報告させていただきます。 

 また、本日は産業技術総合研究所、新エネルギー・産業技術総合開発機構、製品評価技

術基盤機構より、これら当局に関係します独立行政法人、国立研究開発法人でございます

が、オブザーバーとしての参加もいただいております。 

 それでは、以降の議事進行は五神委員長にお願いしたいと思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、以降の議事進行は私が行わせていただきます。 
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 審議に入る前に、委員長代理を指名させていただきたいと思います。大事な議論がたく

さんある中で、私のスケジュールの都合で審議のペースが遅れるようなことがあってはま

ずいということもあり、代理を指名したいと思っております。委員長代理には藤井委員を

指名させていただこうと思いますが、よろしいでしょうか。 

     （「異議なし」の声あり） 

 ありがとうございました。 

 それでは、早速ですが、藤井委員から一言ご挨拶いただければと思います。お願いいた

します。 

○藤井委員  藤井でございます。ご指名ですので、委員長代理を務めさせていただきま

す。五神委員長のサポートをさせていただきたいと思います。 

 研究開発・イノベーションということですので、我が国として何ができるか、ぜひ前向

きに議論させていただければと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

○五神委員長  ありがとうございました。よろしくお願いいたします。 

 それでは、早速本日の議題に入らせていただきます。 

 初めに、本日の進め方について説明をさせていただきます。 

 まず、事務局より資料について説明をいただきます。その後、委員の皆様から資料に沿

ってご議論いただければと思いますが、本日、議題は１つとなっております。現状をまと

めた前半と今後の政策案をまとめた後半に分けて、皆様からの意見をいただきたいと思っ

ております。 

 それでは、まず事務局より前半の現状の分析について、資料の説明をお願いいたします。 

○山田総務課長  改めまして、産業技術環境局総務課長をしております山田でございま

す。本日用意させていただいています資料２でございますが、こちらのほうを開いていた

だければというふうに思います。 

 まず、先ほども話が出ておりますが、我々、この研究開発・イノベーション小委員会の

ほう、２年半前に議論をしておりました。そのときの状況から大分いろいろ世の中が変わ

っているというふうにも認識しておりますし、取り組むべき内容もスピードのことも含め

ていろいろ変わってきていると思いますので、まず最初に、目次をみていただいて、０と

１という、イノベーションエコシステムの全体像というところと日本の立ち位置、現在の

現状ということで、この０と１のところを最初ご説明させていただいて、その後、ご意見

をいただくという形にして、後半には２．３．という形で進めたいと思います。 
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 最初に、右下に書いてある２ページ目、イノベーションエコシステムの全体像というこ

とで、これは２年半前にもこういった形で最後まとめのときに使わせていただきましたけ

れども、今、社会課題に対応して日本のコア技術、これは開発も活用もそうなのですが、

そういった形だけでなくて、今新たな技術、シーズの創出と開発というものがなかなかや

りにくくなっていているのではないかなということで、そこはつけ加えた上で、これをい

かに社会実装や事業化につなげていって活力ある経済を実現できるかということでござい

ます。全体像でみれば、この図の中で、今内閣府のＣＳＴＩのほうで統合イノベーション

戦略というのをつくって始まったところなのですけれども、そういった全体の戦略もあり

ますし、最初に技術があって、それが産業になっていくという流れの中で、バックキャス

トといいますか、産業からみてどうなのか、技術はそれにどういうふうに応えられている

のか、それに全体を戦略として我々進められているのかというようなことで、こういった

図でまとめさせていただいたということでございます。 

 かなりテーマが広いので、これを全部やり出すと発散していく可能性もあるというのは

重々承知をしておるのですが、冒頭局長から申し上げたとおり、優先順位をつけていくと

いったようなことであったり、あるいはさまざまなテーマに応じていろいろな有識者の方

から話を聞くといった、いろいろな検討を重ねてこの会を進めさせていただきたいなとい

うふうに思っております。 

 中身のほうでございますが、まず１．の最初に産業のほうで、４ページ目でございます

が、こちらをごらんいただければと思います。まずポイントとして、日本の産業競争力と

か産業構造を社会実装した後に、産業としてどういうふうに競争力を持っているかという

ところについての現状の評価。日本は今、そういった強い産業が生まれている状況にある

のかどうか。こういった話であったり、あるいは海外がどんどん国を挙げて取り組んでい

るのに、日本というのはそれに対応できているのかどうか。その中で日本がどういう強み

を生かして、どこに力を入れていくべきなのかというような、あるいはその新たな産業創

出への課題は何かといったようなところが、この産業という意味では論点になるかと思い

ます。 

 次の５ページ目を開いていただくと、これは、我々バルーンマップという言い方をして

いますが、それぞれの産業の売り上げということでございまして、これにつきまして、大

きい丸は市場が大きいということになるわけですが、小さい丸が市場の規模は小さいので

すけど、それなりにシェアを稼いでいるものがいっぱいあるということになるわけで、こ
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れをみていると、日本企業というのは素材といったような分野での高シェア製品というの

が多いということと、もう一つの特徴は、自動車が一言でいうと一本足打法みたいな感じ

にみえるということでございます。 

 ここは、ある意味それぞれ小さいかもしれないけれども、それぞれの分野が役割を果た

して、それぞれのポジションでちゃんとそれぞれ活躍をしているということもいえるわけ

で、これは別にマイナスに捉える必要はなくて、むしろ私の勝手な言い方をすれば、野球

と一緒で、それぞれの人たちがちゃんとそれぞれのプレーで頑張っている、それで最大の

効果を発揮しているというようなイノベーションというのが日本で行われているというよ

うなことかと思います。 

 次に、６ページ目でございますが、これはさまざまな分野の市場が今どういうふうに推

移してきているかということなのですが、産業機械とか素材みたいなところというのは、

シェアを維持したり増やしたりということなのですけれども、電池とかＩＴ機器というの

は、シェアは減っていると。丸の大きさというのは売り上げなので、世界の市場規模が大

きくなれば、シェアが下がっても売り上げは確保しているという言い方はもちろんできま

す。このあたりも、よく日本はガラパゴスだという話がありますけれども、ガラパゴスと

いっても、多分いいガラパゴスと悪いガラパゴスというのもあるかもしれない、こういっ

た考え方もあるのではないかなとは思っております。 

 ７ページ目に行くと、これもよくいわれる話ですけれども、ゲーム・チェンジャーとい

うのが出てきていて、日本の場合、もともと日本の例えば銀行系などというのは非常に時

価総額も大きかったのですけれども、今やＧＡＦＡといわれるようなところが世界の市場、

時価総額が大きいというような構造になっていますし、また、ビジネスの仕方とか考え方

も新しい考え方のもとで進んでくるようになっているということでございます。それは第

４次産業革命というふうにいわれていますけれども、既存のビジネスモデルが破壊される

ほどの勢いがあるのではないかなということでございます。 

 続きまして、こういった産業の動きがまずどうなのかということがあって、その次に、

それを支えていくべき技術というのが今どうなっているかというところについて、ポイン

トを３つほど並べております。８ページ目でございますが、新しい産業を生み出していく、

強い産業を生み出していくというときに、技術力というのは当然必要なわけですけれども、

これをどう評価するかということで、これもさまざま評価する軸があると思います。特許

であったり、あるいは論文であったり、研究開発の投資額であったり、さまざまな数字の
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切り口があるのですけれども、これはいろいろな面、いろいろな言い方をされることがあ

って、これを本当に我々としてはどういうふうに認識をしたらいいのか、どういうふうに

我々主張していけばいいのか、考えていけばいいのかというのを、ぜひともお知恵も含め

ていただきたいということです。それはそれぞれのプレイヤーによる取り組みもそうです

し、それぞれの分野の技術力もどうかということです。 

 あと、同じ話になりますけど、額とか進め方、効率性の評価であったり、あるいは人材

をどう評価するか。こういったところにつきましては、先ほどの産業のところもそうなの

ですが、ぜひとも皆様方にいろいろな意見をいただいて、我々としてはこういうふうに考

えるべきだという現状を共有したいなということで挙げさせていただいているポイントで

す。 

 ９ページ目以降、この数字はよくみたことがある数字だと思うのですが、特許です。中

国や米国というのは増えていますという話で、日本では分野別にみるといろいろ減ってい

るというようなデータもある。 

 10ページ目に行くと、これは研究投資額、国の額ですけれども、よく我々としては、金

額が中国、アメリカは増えている中で日本は横ばいということで、研究開発投資額をふや

すべきだという主張もしますけれども、片やＧＤＰ比でみれば、実は遜色ないのではない

のという言われ方をされることもあります。こういったところというのは我々どういうふ

うに考えるべきなのかというところも、少し皆様方から意見をいただきたいなというふう

に思っています。 

 11ページ目は民間企業の開発。これは先ほどいったとおり、中国、アメリカというのは

非常に増やしているという話であり、研究開発投資額もグローバル企業というのはどんど

ん増やして、すごく大きい額になっている。これはファクトでございます。 

 12ページ目、これは以前もこの委員会でよく議論があった話でありまして、日本の研究

開発というのは、８～７割は民間が負担をしてやっているということですが、大学への投

資は少ないという話です。これは引き続き。 

 13ページ目は分野です。日本は製造業に関する研究開発というのは非常に多いわけです

が、これはアメリカに比べれば、サービスとか非製造業、そういったようなところの比率

が少ないという傾向です。 

 14ページ目、これは日本の研究開発、企業の研究開発はどちらに振り向けられているか

というときに、どうしても既存事業の強化に振り向けられるというような数字が出てくる
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ということ。 

 15ページ目、これは基礎研究です。シーズ不足というのが最近叫ばれていますが、こう

いった分野というのは、日本もアメリカも実は結構政府が負担をしている役割が大きいと

いうことで、下には、昔アメリカでｉＰａｄ、こういった技術を開発するときには、実は

政府の資金が支えになって生まれてきていたという、そういう図でございます。 

 16ページ目は論文です。これもトップ10の論文シェアが低下しているということであり

ますが、片や17ページ目にあるように、これは実はコストが高いという言われ方をされる

こともあります。生産性が低いということをいわれることもあって、このあたりはどうい

うふうに我々認識したらいいのかということでございます。 

 18ページ目、これは領域、分野です。日本は昔からやっているコンチネントの研究の領

域というのが、引き続き多いというか維持されていて、ほかの国というのは、新しい分野、

ほかの研究領域との関与が弱くて、継続性がないスモールアイランド型の研究、新しい研

究にチャレンジをしているという姿が実はあるのではないかという分析。 

 また、19ページ目、これはもしかしたら同じ話になるかもしれませんが、日本はそうい

う国際的な新しい注目を集めるようなところに参画するというのが少なくて、昔からの研

究ばっかりやっているというような言われ方をされることもあるということです。 

 20ページ目、人材。これは人材の流動性が低いのではないかということをあらわした図

でございます。 

 また、21ページ目、これは研究者の数です。これも日本では横ばいですが、中国などで

は増えているというデータ。 

 22ページ目は博士課程の人材のデータ。23ページ目は、ＩＴ人材の育成がおくれている

という話。24ページ目、これは若手人材、教員の数字で比べていますけれども、もちろん

ドイツなどは人材の流動性が高いという話もありますけれども、年齢構成というのも気に

なるというところ。あと、女性の割合というのも、25ページ目に出てきますが、これは日

本ではほかの国に比べれば低いという話がございます。 

 26ページ目、これはプロジェクトのマネジメント。これはＤＡＲＰＡの例を少し紹介さ

せていただいています。 

 27ページ目以降は戦略。それを支える戦略というのがほかの国はどうなっているかとい

うことです。中国とかヨーロッパは、ビジョンというのをつくってポートフォリオ配分し

ているということです。2050年と書かせていただきましたが、日本は将来に向けてどうい
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う分野にリソースを割くか、どういうミッションを担うべきかというようなことが課題に

なるかと思います。 

 もう一点、ビジネスとかイノベーションというのは、イスラエルとかシリコンバレーと

いった拠点のビジネス、イノベーションというのが起きているというときに、そういった

やり方というのは有効なのかどうか。 

 あと、28ページ目以降、参考資料をつけさせていただきました。日本では、30ページに

あるように統合イノベーション戦略というのをつくっておりますが、そういった戦略づく

りというところをどう考えるべきかというところまでを少し前半の現状分析としてご紹介

をさせていただきました。この点につきまして皆様方からご意見をと思います。 

 せっかくですので、皆様、きょうはいろいろな分野の方に参加していただいております

ので、それぞれの皆様方の自己紹介も含めた形でご発言をいただければ幸いでございます。 

 ちょっと長くなりましたが以上でございます。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、自由討論に入る前に私のほうから一言、今の話に関連して述べさせていただ

きます。２年半ぶりの開催ということで、確かに２年半前、こういう議論をしていたなと

いうことを思い出しました。しかし、私としてはこの間、世界が大きく変化するなかで認

識の変化等もあり、今の議論との間にかなり大きなギャップを再認識したというところで

もあります。 

 例えば大学の運営については、国の財政状況が厳しいことも背景に、「運営から経営へ」

ということで、国立大学であっても自力で頑張ることが強く求められています。その中で、

実際に大学に資金が循環する仕組みを設計することが必要になってきます。ちょうど今が

平成30年ですから、平成に起こったことがテレビ番組などでもまとめられています。平成

の出来事として、例えば長銀の破綻といった話も出てきました。日本において間接金融に

よって産業に資金を供給する仕組みが定着している中で、銀行の融資行動をより引き締め

なければいけないような重大な事案が20年前に起こったのです。しかし、世界の経済は、

この20年間をみれば、ICTの進歩と相まって経済の価値の中心が「モノ」から「コト」に

シフトしました。それを牽引していったのはリスク投資であったわけです。日本は相変わ

らず間接融資に頼るような資金循環、資金調達のモデルが続き、銀行は融資先の企業に対

してより計画に沿った安定的な事業プランを求めたわけです。企業の経営者は、グローバ

ルなリスク投資の流れの中で生み出された新しいタイプの産業とのずれの中で苦しみ、競
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争力を失ってきたというのが、この20年間であると言えるでしょう。 

 そういう中でみたときに、例えばＧＡＦＡは売上高に対する株価の時価総額の比をみる

と７倍から８倍ぐらいになっています。つまり投資家にとって売上高以上に企業の価値が

あるということです。さらに中国のアリババ、テンセントをみますと、16倍や17倍になっ

ています。一方、日本の産業を支えている伝統的な製造業ですと、0.5倍程度です。つま

り、これは産業モデルに明らかな違いが生じているということです。資料２のバルーンマ

ップのようなエンドプロダクトベースの考えは、２年半前のときには非常に役に立つもの

だと思って、私も参考にしていたわけですが、そういうものから脱却した視点がないと、

この変革をどう勝ち抜くかという議論には役立たないだろうと思います。 

 日本は、2025年に団塊世代が後期高齢者になりますので、中国、アメリカ以上に時間が

ありません。２年半前に比べるとより残り時間が少なくなってきており、働き方改革や産

業構造の転換をいかにスピーディーに進めるかということがいっそう重要になってきてい

ます。そのチェンジを加速するために、今までのトラディショナルな議論を引き継ぎつつ

も、ここでどういう新たな視点の議論をするかということは非常に価値があると考えてい

ます。 

 トラディショナルなバルーンマップ、エンドプロダクトベースのマップをみることは意

味がないわけではありません。短期決戦の勝負をするために産業資源がどういう分野にど

う存在しているかを推測し、その分布を把握するにはこの手法は極めて有用です。しかし、

私たちがこれからどのように行動するのかを考えるときに、エンドプロダクトベースのマ

ップを幾ら眺めていても、この丸はしぼんでいくのだとか、こっちが伸びたとか、ここに

頼っているという話にしかなりません。この小委員会では、未来に向けて、つまり価値が

知識・情報・サービスということにウエートを移したときに、何を伸ばさなければいけな

いかということを、その未来型に合った形で現在の状況を整理し直し、それをどういうふ

うに膨らませていくのかという議論を、資源の分布である「モノ」ベースのものと、「コ

ト」をベースにしたビジョンとをどう整合させるかということをぜひ実質的に議論してい

きたいと思います。 

 時間がないということは、ある意味厳しいことではありますが、迷いを捨てるにはよい

ことでもあります。たとえば、ＡＩをどう活用しようかという議論を、カリフォルニア大

学バークレー校の学長さんはじめ、世界中の学長さんと話したときに、日本と大きく違う

のは、外国ではＡＩに職を奪われるというおそれがものすごく強いのです。日本のほうが、
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その抵抗は圧倒的に低い。これはチャンスです。時間がないことも、スピードアップする

ための起爆剤になるという意味ではチャンスです。 

 そういう意味で、２年半前に比べてせっぱ詰まったということではありますが、見方を

変えると、やるべきことがより明確になっているので、実質的な議論ができるのではない

かと、今の説明を聞いて期待を持ったところでもあります。私のコメントが長くなりまし

たが、ぜひ多様な意見をお伺いしたいと思います。 

 ご発言は、札を立てていただいて、順々に上げていただいた方からお話しいただきたい

と思いますので、発言のご用意ができた方からお願いします。 

 それでは、塩瀬委員、お願いいたします。 

○塩瀬委員  よろしくお願いします。京都大学の塩瀬と申します。 

 今、デザインスクールとかでいろいろな企業さんのものづくりをＢtoＢからＢtoＢtoＣ

まで、どこまでつなげるかというところで議論している機会が多いのですけれども、スラ

イド番号でいうと６ページ目で、ＰＤＦだと７ページ目になるのですけれども、産業のと

ころに「製品別、川上～川下別の世界シェア等の変化」というのがあるのですけど、今、

私自身が考えている一つとしては、社会課題というのと日本の強みと経産省ができること

という観点で思ったのは、この川下の先にいかに産業がつくれるかというのが一つヒント

にならないかなというふうに思います。 

 その１つはリマーケティングという、リサイクル回りのお仕事で新しいビジネスを起こ

されている方とお話をする機会で、ことし、ちょうど企業さんのデザインチームと一緒に

リサイクルの次をどう考えるかというプロジェクトをやりましたときに、中国の廃プラス

チック輸入規制とことしの金属の規制になったときに、今までのリサイクルというのは、

結局他国に捨てるということと最後埋めてもらうという前提のリサイクルから脱却できて

いなかったような気がするので、本当に物をちゃんと使い回すというのを国内の中でちゃ

んとできないとうまくいかないのかなと思ったときに、ここでの産業構造が川上から川下

しかないところが一つ課題なのではないかなと思いまして、川下の先をちゃんと産業構造

としてつくり込むということが重要ではないかなと。 

 その中で、ほかのページの説明の中にも、日本の強みの中で素材というお話がありまし

たので、そういう意味でいうと、素材研究とか素材に関する技術開発に関してはたけたも

のがあると思うので、そこをうまく生かしてその先、以前でいうと多分省エネというもの

も最初は多分業界の抵抗があったところが、今だと多分それが一つのカテゴリーになり、
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製品群を代表する説明になると思うので、同じように国内の中でちゃんと素材を残すであ

るとかということを産業化するということは、多分役所にしかできないことなのではない

かなと。 

 これは、ちょうどスーパーでいうとふぞろい野菜と同じで、ふぞろい野菜と形のいい野

菜は同じ味なのに、みんなふぞろい野菜のイメージで買わないというふうにいっておられ

る、実際には質としては一緒なのだけど。これとちょうど同じことを家電のデザインチー

ムの方が、実際に廃プラスチックをまぜた素材で表面をつくると、どうしても少しざら味

が残ってしまって、結局、ざら味の残った冷蔵庫と洗濯機は選択されないという話をされ

ていた。そういう意味でいうと、ムーブメントをつくることというのはすごく大事なのか

なというふうに思ったので、省エネをちゃんと産業化していったというのと同じことをも

う一度、今の経産省なら産技局がまさに環境も基準も技術開発ももっていると思うので、

そこをつなげるような御旗を立てられるところというのは今しかないのではないかなとい

うふうにも思うので、そういうところから新しい産業、川下の先に直線の産業化ではなく

て、ここでサイクルの産業化を図らないとうまくいかないような気がします。 

 特に家の中だと、アマゾンとか楽天の空箱がどんどんたまるというのは家の中での輸入

と同じで、それと同じことが日本で今起きているそうなので、海外から来たものを全部輸

入の港に箱を積んでいるような状態で、どんどん入ってくるのだけど、外に出すという前

提が通用しなくなったときに、多分今困ったまま、その場しのぎの集合体しかできないよ

うな気がするので、そこを今、先ほど五神さんがおっしゃっていたように、そこも未来に

向かってちゃんと産業化するという一つ御旗を立てられれば、一気に全員動かせるのでは

ないかなというふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。冒頭にお伝えするのを失念しましたが、今回

は新任委員も多いので、簡単に自己紹介をしていただければと思います。もし言い忘れた

ことがあれば自己紹介と併せておねがいします。 

○塩瀬委員  ６年ぐらい前に、僕、産技局で、多分テニュアとしては初めてこちらでお

仕事をさせていただいていまして、そこをやめてからもう一回大学に戻ったので、変てこ

なキャリアパスを積んでいるのですけれども、その過程で役所の中でみたことも含めて、

その後戻ってからいろいろな企業さんといろいろなプロジェクトをさせていただくに当た

って、特に法律とか規制によってできないことは余りなくて、どの企業の中にいても別に

兼業の話もオープンイノベーションも全部できるのだけど、みんな小さくやっているとい
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うのが一番の問題で、役所から出てもう一回企業さんをうろちょろしたときにも、一番の

課題は「いっせーの」で動けないということだと思ったので、今回のリサイクルの問題も、

みんなそれぞれ問題認識はあるのだけど、「いっせーの」で動けないということが一番大

きいので、多分産業化の中で一番大きいのは「いっせーの」でのスタートポイントをどこ

かで旗を立てることだと思うので、それができるのは役所しかないかなというふうなのは、

自分の経験も含めて思ったことなので、ぜひこういう機会に、次の基本計画の中などでし

っかりと立てると、これで、みんなで一斉に動けば、日本の強さ自身は、もともと技術力

があるのは間違いないので、向ける方向さえそろえることが力になるのではないかという

ふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。ご指摘いただいたリサイクル、あるいはサー

キュラーエコノミーも世界的にも非常に注目が集まっている中で、日本はかなり先行して

きたはずなのですが、主導しているようにも見えないということで、日本がどこで稼ぐか

という意味で重要な指摘だと思います。 

 では、吉村委員お願いします。 

○吉村委員  そういう意味では新参者の紹介ということが求められているようなので、

私からもお話をさせていただきたいと思います。経団連の吉村と申します。 

 産業技術本部というところにおりまして、科学技術イノベーション政策、この中にはイ

ノベーション視点での大学の改革とか産学官連携のことなども入っているわけですけれど

も、それ以外に、スタートアップをどうするかとか、あるいは情報通信政策、知的財産、

宇宙とか海洋、そういったところと安全保障にかかるようなところ、そのあたりが経団連

で担当しているものであります。 

 経団連では、日立製作所の会長である中西さんが新しい会長ということでいただいて、

今、大企業もどんどん変わっていこうというムーブメントを産業界側から発信していると

いう立場にあります。先月、Society5.0にかかわる包括的な提言を改めて出させていただ

きました。もちろんSociety5.0自体は第５次科学技術基本計画から発しているものであり

ますけど、我々なりに常にこれを咀嚼し、それに貢献するために何ができるのかというの

を考えてきているわけですけれども、少しその考え方もまとまったところで、そして会長

がかわったところで、本当にそれを実現するためにどうしたらいいのかと。そのために大

企業が特にできる役割はこれまで以上に大きいのではないかというので、そこのポテンシ

ャルを比べると、まだ変わり切れていないねということをすごく感じているということが
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ありまして、その提言の中でも、一丁目一番地で大企業変わろうよということをメッセー

ジとして強く出しているところです。 

 もちろん、先ほど来お話が出ているデジタルトランスフォーメーションを感じている、

ディスラクティブなイノベーションが起きている、感じている業種の企業さんは、もちろ

ん我々などが申し上げるまでもなく本当に努力されているという現状がありますけれども、

まだちょっと実感していない、うちの業界は来ないのではないかなと思っているところも

多いように感じるのですけれども、明らかにデジタルトランスフォーメーションはどの業

種にも来るということだと思っているので、気がつかないで津波にのみ込まれちゃったみ

たいなことにならないように、今ならまだポテンシャルあるところはたくさんあると思う

ので、そこは変わろうとすごく言っています。 

 そういう意味ではスタートアップとの関係なども、もう少し本格的に本気でやろうとい

うムーブメントも起こすべく努力もしていますし、というような感じですし、そのために

企業内に出島みたいな組織をつくってでも、そういったところは連携するということを申

し上げているところです。 

 あと、研究開発に寄った話だと、選択と集中みたいなのをやり過ぎた感はあって、そこ

が少し細る原因になっているような気がしているということで、その提言の中でも、戦略

と創発という表現をしていますけれども、もう少し違った観点で研究開発の考え方も展開

していく必要があるということを申し上げております。 

 あと、大学の研究力の再生みたいなものにも言及しておりまして、そういったところも

大企業側として一緒にできることをもっと拡大したいというふうに思っています。 

 いずれにしても、先月の提言は少しコンセプチュアルなところがまだあるので、それに

従って具体的に各論をどうするかというのは、これから幾つもいろいろな提言も出してい

きたいと思いますので、我々が今いろいろな調査をしているものもありますので、できる

だけ早期にこういった場でもご紹介して、議論の参考にしていただければというふうに思

っています。 

 以上でございます。 

○五神委員長  ありがとうございます。経団連の構成員が多様であるということは、私

も大分勉強させていただきました。不連続な転換をいかに乗り越えてSociety5.0を実現さ

せるか、という議論かと思います。 

 それでは、申しわけないのですけれども、まだ１周目ですので、お一人２分くらいでお
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願いします。 

 では、藤田委員、お願いいたします。 

○藤田委員  三井化学の藤田です。２分というのは聞くのではなかったと思いました

（笑声）。時間は短いのですけど、きょう、ここに座れて非常によかったです。梅北さん

のご推薦と聞いていまして、感謝しております。 

 私は企業の人間なのですけれども、企業の中では多分いろいろなことを経験した部類に

入ると思いますので、新入社員から研究本部長をやって、関係会社の社長をやって、海外

も何度かいましたし、いろいろな意味で上からみたり横からみたり下からみたりして、言

いたいことを言い過ぎて現在あるのですけれども、そのプロセスでメモしたことがたくさ

んありますので、そういうことを伝えられたらいいなというふうに思っています。 

 何か、らしいことをしゃべらなきゃだめなので、一言いいますと、いろいろなことをい

われるのですけど、今の問題のほとんどは人の問題と経験の問題だと思っています。特に

企業にいまして、20年間の経済の停滞というのは極めてダメージを与えていまして、それ

は外国に比べて大変なハンディーになっているので、それを受けてどうするかというのは

すごく大事かなと。これが１点。 

 もう一点は、大学との共同研究って随分やってきましたし、プロジェクトの審査委員も

やったのですけれども、私が言ったのではないのですけれども、一般的に本をみると、日

本の大学はレベルが低い、だから海外の大学と企業は共同研究をやるのだ、お金も１桁高

く出すと教科書には書いてあるのですけれども、私はそうは思ってなくて、日本の大学と

共同研究やりましたし欧米ともやりました。何が違うかというと、日本の大学の先生とい

うのは、やりたいことをやるのですよね。欧米の先生というのは、やるべきことをやる。

これは決定的な差がありまして、そこのところのメンタリティーが多分産学連携がうまく

いかない基本的なところにあると思いますので、そのあたりのところも経験をベースにし

て何か提言できればいいかなと思っています。 

 以上です。２分超えましたけど、よろしいですか。 

○五神委員長  ありがとうございました。大学との連携についてのご経験に基づくご意

見は、私もそのとおりだと思います。 

 では、藤井委員、お願いいたします。 

○藤井委員  こちらから順番に来たので、順番に手を挙げさせていただきました。 

 今の最後のところのお話、私もこの間、つい先日、とあるメーカーの方にお聞きしたら、
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日本の大学と海外の大学でどう違うかというと、海外の大学は「本当に役に立つことをや

りますよ」といって言いに来るというのですね。これはやはり大きく違うところかなと思

います。このことが一つ、先ほどのバルーンマップの見方にも関係してくると思っており

まして、バルーンマップは多分それぞれの製品ごとにというところなのですけど、製品自

体が最終的に、これは産業別に製品が今分かれているのだと思うのですけれども、例えば

最終製品で、つまりコンシューマープロダクトでいわゆるディスラプションみたいなこと

を起こしているといわれているものにとって、どういう位置づけなのかということを考え

たときに、ここにみえている――もちろん自動車とか携帯電話とかというのはそれに対応

することになっているわけなのですけれども、ちょっと飛びますが、例えば先ほどの15ペ

ージの下のところ、アップルが、かなり政府の資金による技術が入って製品が実現されて

いるということが示されていますね。これは、要するに単独のテクノロジーのプッシュだ

けでは何か起こそうとしてもなかなか難しいということがあって、その使いどころをまず

どう探すかというのが非常に大事なことであるということが１点。 

 つまり、テクノロジーがありますよといって、これをどんどん使ってくださいという視

点だけだと、それだけではなかなか難しい。その使いどころというのは、むしろ逆向きに

みて、こういうことをやるためにはどういうテクノロジーが必要かということで、必要な

テクノロジーを集めてくるという、この結果が15ページのような図になっているのではな

いかと理解しました。 

 とはいいながら、我が国の産業はまだまだ非常にファインにチューニングされた部品の

製造というのをやっているわけで、そうした強いところをどう生かすかを同時に考えなく

てはいけないということで、これらの両面をきちっと考えて議論をしていくのが大事では

ないかなという感想をもちました。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、座席の並びの順番で順々にご発言いただく感じになりました。玉城委員、お

願いいたします。 

○玉城委員  では、順番に。Ｈ２Ｌ株式会社の玉城と申します。Ｈ２Ｌは大学発スター

トアップで、今でも大学教員をさせていただいていて、早稲田大学で准教授をしておりま

す。きょう、実は抜けてきてここに来たのですけど、ＪＳＴさきがけの研究員もしていま

す。きょう、ちょうど発表で冷や冷やしながら、また終わったら急いで会場に戻ります。

もう一個ありました、STEM Girls Ambassadorという女性の活躍推進アンバサダーもして



- 16 - 

おります。 

 学生時代に研究開発したものから始まって、大学スタートアップを始めて徐々に徐々に

大きくなって、ありがたいことにいろいろな支援があって大きくなっているのですけど、

その中で感じるのが、スタートアップがビジネスになっていく中で、初め１つの分野だけ

だと思ったのですけど、徐々に大きくなるときに、幾つかの分野を巻き込んでいかないと

いけない。そのときに、スタートアップはまずシードラウンドが来て、シードラウンドは、

10年前は支援がすごく少なくて大変だったのですが、今は政府の支援ももちろんそうだし、

企業の意識も変わったし投資もふえてきた。 

 一方でシードラウンドからシリーズへの初めあたりは、いろいろな応用研究が絡み合っ

て大きくなっていくのですけど、一方でシリーズＡ後半からシリーズＢになってくると、

長期的な基礎研究も絡んで、アップルがやったように、基礎研究成果が絡んで大きくなっ

てくるところなのですね。そういったところの投資が日本自体、日本のＶＣさん、ＣＶＣ

さん、企業だけでなく政府の支援、少し少ないかなというところで、スタートアップが基

礎研究を巻き込んでいくというフェーズが今のところ難しいところがあるので、そこのエ

コシステムをどうにかしていけたらなというふうに思っているのと、一方で、では、もと

に戻って会社が大きくなって大学研究機関に戻そうとなったときに、ほかから今人が入っ

てきやすいフェーズになっていると大学教員間で言っていまして、なぜかというと、今ま

で大学へ行くとなったときに、アメリカとか中国の大学に行くと選んでいた留学生たちが、

日本のほうが安全そうだしビザもきっちり取れるしということで、質のいい留学生が今ど

んどん入ってきていると。 

 ただ一方で、それを受け入れる研究室がなかなか少ないというところで、もしかしたら

今チャンスなのかという。教育研究のところで人材をもうちょっと、もちろん女性の活躍

推進においてももうちょっと受け入れやすいシステムがつくれていけたら、教育研究ビジ

ネス、そしてビジネスのスケールアップ、それがまた戻ってくるというところまでいいエ

コシステムができると思うので、特に先ほど話したスタートアップの初めではなくて、ス

ケールアップするというところの投資が今、私の調査なのですけれども50％以下というと

ころ、日本の国内はなかなか少ないというところを強調していけたらと思います。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、髙原委員、お願いいたします。 
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○髙原委員  トヨタ自動車と筑波大学の髙原と申します。トヨタ自動車でレクサスやク

ラウンの新型車両の開発設計に長く携わってまいりましたが、機会を得て、今自動運転が

大変注目されておりますので、この自動運転の実現ということだけではなくて、自動運転

はもうできるものと、これは定数だと考えて、自動運転ができた後の未来社会像を描こう

ということで筑波大学に未来社会工学センターというものを共同で設立いたしまして、そ

のセンター長を務めさせていただいております。 

 先日、会議の場で渡邊審議官からお伺いしたのですが、産学連携ではなくて産学融合の

時期がもう来ていると、そういったレベルに来ているという話の中で、まさに同じ思いで

我々も、産学融合を企業が大学のフィジカルの場に入っていってその発展をという意味で、

オリジナルの目指すべきところは当然モビリティーイノベーションの社会応用であります

ので、自動運転や水素社会、こういったものがあるのですが、それをまたやっていく人間

という中心を考えていきますと、今例えば私が関心をもっていることは睡眠ということで

あります。人間の睡眠、あるいは健康寿命ですとか移動の自由というのは、人類にとって

も根源的な希求でありますので、いま一度産業形成や事業形成する上で源流に立ち戻って

やっていけないかということで、今研究活動を進めております。 

 本日、少しお時間いただいたのでお伝えしたいことは、大学に今実際に産業界の人間が

入ってみますと、大学の先生方や事務職員の方が大変な状況にあるということをひしひし

と感じております。というのも、例えば、私は会社で設計を行いますので図面を描きます

が、図面を描き、特性設計をして、その構造をつくり、開発が完了したら、その後の製図

ですとか図面の管理ですとか、そういったことはまた別部隊がしっかりとやってくれてい

て、何かほかの車種の図面がみたいといえば、そういった部隊に問い合わせればさっと出

てくる。設計に集中できる。ところが大学の先生方は、全部それも含めてやっておられる。

こういうところでいくと、きょう論文のコストという話もありましたが、北米の大学と国

内の大学、そういったところも随分違うのではないかなと感じております。 

 そういうことも内部で感じながら今進めておりますが、実はトヨタ自動車が2008年、リ

ーマンショック等で赤字になったときに私は部長職を拝命したのですが、内部で密かに打

倒トヨタというチームができました。トヨタを５年以内に徹底的につぶす作戦を考えろと。

今私は、こういった機会をいただいた者は、いま一度日本の産業界を徹底的につぶす作戦

を考えるのがいいのではないかなと、このように思っております。 

 以上です。 
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○五神委員長  ありがとうございました。ディスカッションを続けたい論点がたくさん

出てきたのですが、ちょっと時間がありません。座長としては、そこは我慢して次へ進み

ます。 

 高橋委員、お願いいたします。 

○高橋委員  金沢工大の高橋です。前回の、たしか２年半前の会議では玉城委員のお話

を伺って、おもしろいことをやっている人がいるなあと思ったのを、思い出しました。そ

のとき玉城さんがご自分のスタートアップの話をして、とても興味深くわくわくする話だ

ったのに比べて、実は私、もうあまり言うことがないと思ったのをよく覚えております。 

 何かというと、きょうご説明いただいた現状認識の資料なのですけれども、当時も似た

ような数字が出てきて、かつ皆さんが話題にしているバルーンマップに関していうと、Ｇ

ＡＦＡが抜けているから、状況はもっとシビアだなということが当時も思っていたところ

です。なぜ、私が言うことがないなと思ったかといいますと、私の仕事に関係するところ

なので、ここでちょっと自己紹介をいたしますと、今の所属は金沢工大なのですが、2004

年の国立大学法人化のタイミングで東京工業大学の産学連携本部に特任准教授として、い

わゆる知財ポリシー等をつくる部署に入りました。その後の10年間、東工大、東北大と理

化学研究所で研究経営を担う理事や理事長のスタッフをしました。その期間、科学技術基

本計画がどうなったかというと、投資はふえて25兆円という話があって、産学連携の各種

活動に対してもコンペテティブですけれども公的資金が出た。以前から産学連携の研究開

発はあり産と学のプレイヤーが大切ですが、それではないところ、さっき髙原様がおっし

ゃった、大学で産学の連携活動を間接的に支える人材というのが余り明確に位置付けられ

ていなかったし、その機能は重視されていなかったという話だったのだと思います。私は

その間接的に支える側にいたので、メインのプレーヤーがやることが明確になって大きな

御旗が立ったあとは、もうやることはないのかなと思いました。 

 最初に局長がおっしゃった、何が悪いのか、方向は良いがスピードが遅いのか、それと

も質、量が足りないのか、というふうな選択肢を示していただいた点について意見を申し

上げます。間違いなく、この省だけでなく文科省でもＣＳＴＩでもあるべき姿が議論され

ていて、方向は間違っていないと思います。かなりの確率で間違ったことはいっていない

と思うのです。ですけれども、スピードが遅い、質が何とかという話に加えて、私の観点

で申し上げますと、設計された事業趣旨がきちんとそのまま実装されているかという点に

は問題があると思います。一方で公的な資金の事業に関する評価というのは、余り失敗し
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てはいけないので、何とかつじつま合わせをするようなところがやはりあるのではないか

なと思います。 

 それがどこにしわ寄せがいくか。せっかく議論して課題解決のために設計した事業が、

結局それとは違う方向性になってしまう、ということがこの15年間ある確率であったのだ

とすると、これはかなり重い負の資産なのかなと思っています。 

 大学で産学の連携活動を間接的に支える人材を例に申しますと。私は、現所属でテニュ

アの位置づけをいただいていますが、個人としての仕事がハッピーかどうかは別として、

この仕事を始めた当初は時限の人件費予算による雇用で、大きな研究機関でのポジション

をつないできました。私自身はこのような事業が始まった第一世代なのでいいのですけれ

ども、今現在、同様の活動をしている人材が日本で約2,000人ぐらいいる、という試算も

あり、その人たちがこの後、どういう形に位置付けられどのような財源で雇用され、個人

の生活を送っていくのか、というのは心配です。 

 その一助になることを目指して、ＵＲＡという大学の研究推進支援の専門人材、リサー

チ・アドミニストレーターについては協議会を立ち上げコミュニティーができつつあるの

ですが、もう少し広い範囲で大学の研究者と一緒に研究推進支援をする人間、もしくは公

的研究機関でコーディネートする人間、類似の職種は多分30以上あると思いますが、広く

関連する職種全体について改めて役割・機能を考えても良いのではないかと思います。 

 問題提起で、以上です。 

○五神委員長  どうもありがとうございました。お示しいただいたメカニズムの課題は、

おっしゃるとおりと思います。重要なご指摘ありがとうございました。 

 それでは、佐々木委員、お願いします。 

○佐々木委員  名古屋大学の佐々木と申します。 

 私は12年くらい前までお茶大で教員をしておりまして、それから名古屋大学に移りまし

た。生物の研究をしておりますが、お茶大は女性教員比率が40％だったのですけれども、

名古屋大の生命理学というところに行きましたら、３％の場所に移りました。そこですご

く違和感を感じて、女性がどうやって研究とか活躍できるかということでやったことは、

大学の中に学童保育を設置したりとか、あと、女性教員比率３％を７～８年で30％まで上

げました。それは、女性ＰＩ限定人事などをうまく利用しながら一気に上げていったとい

う形です。でも、それは名古屋大学全体で起きているかというと、そうではなく生命理学

の中で起きていて、なかなか起きない学部がある。 



- 20 - 

 イノベーションを考えるに当たって、柔軟な土壌というか、いろいろな意見とか柔軟に

反映できる土壌があるかということなのですけれども、新しい環境に適応できるという評

価をするときに、女性をいきなりふやせるかというところ。ふやせないところは、やはり

古い体制とかイノベーションが起こりにくい体制になっているのではないかという指標に

なるかなというふうに思います。 

 日本で30％目指していますけれども、25ページの資料で増加しているようにみえるので

すけれども、非常に微増でありまして、30％いくのには2060年、きれいな直線になって、

2060年になります。あと40年先ですね。非常に気の遠い話。ここをいかにスピーディーに

30％まで上げて、数値が上がってから、30％になって気がつくのは、30％になったときに

どういう問題が出てきて、それをどうクリアしていくか、そのフェーズにいかに早くもっ

ていくかというのが非常に大事かなと。アメリカとかでも新しいイノベーションが起きて

いる分野は、新しい分野なので、自由なので、女性が入っている比率も非常に多いという

こと。そういう視点からいろいろみるのがいいかなと。 

 あと、もう一つは、今、化学と生物をミックスさせようという大学の研究所にいるので

すけれども、本当に本気でやろうということで１カ所に、建物の同じフロアの同じ場所に

集めているのですけれども、非常に変革が起こっていて、どんどんイノベーション的な論

文もたくさん生産されていて、大学の中で実はシーズは本当はたくさんあって、今から新

しいものをつくろうというと皆さんちょっとおじけづいちゃうのですけど、実は皆さん思

っていて、あとはコネクションをどうコネクトしていくか。実際に発明なんていきなり生

まれるわけではなく、基礎のいろいろなものの連携がどれだけできるかというところで新

しい発想が生まれるので、そういうものをうまくスピーディーにやろうとしたら、やはり

既存のものをいかにうまくつなげて新しいものをつくるか、そういう視点で考えるといい

のかなというふうに思いました。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、小松委員、お願いいたします。 

○小松委員  小松ばね工業の小松万希子と申します。今回から参加させていただきます。

よろしくお願いいたします。 

 当社は1941年創業で、金属のばねを受注生産で、専門に特化して経営してまいりました。

用途としては、主にスイッチですとかコネクター、自動車関係、カメラ関係、医療関係の
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ほうのばねをつくっております。ただ、市場はかなり厳しい状況にありまして、特に2008

年のリーマンショック以降は、当社含め皆さん、素材に近い部品をつくっている企業さん

に聞くと、今戻っても７割ぐらいという状況の中にあります。 

 特に、先ほど自動車業界のお話も出ましたけれども、自動車業界の工場はどんどん海外

に出ているという中で、バルーン上は自動車大きいのですけれども、その裾野にある企業

はどんどん海外に取られている。そういった工場が出ていくということは、部品も現地調

達になるという状況になりますので、そこは避けられない。それが電気自動車になったか

らといって日本に戻るかというと、そこも懸念される事項であり、余り期待できないので

はないかというふうに思っています。 

 ただ、そうはいっても、中小企業として危機感を感じている経営者はたくさんおります

ので、今まで培った技術をもとに情報収集したり、自分たちの技術をＰＲしたりしていま

す。そんな中で当社も医療機器市場は期待できる分野です。今、日本の医療機器というの

はまだまだ輸入しているものがかなり多く、そこは期待できる市場であるというふうに考

えております。ただ、自治体さんもそこは見込める市場ではないかと考えて動いてはいる

のですけれども、中小企業は、できる技術はあるのですけれども、最終的にそれをまとめ

て製品化するということが苦手で、それをまとめる企業も少ないという問題点がかなりあ

ります。手は挙げるのだけれどもそこで終わってしまうという案件が、もったいないなと

感じているところです。 

 あと、今回、産学連携もいろいろ研究開発しながら進めていくということは、かなり賛

成ですし期待はしていますし、それも参加したいと思っているのですけれども、何となく

産学連携というイメージだと市場が小さいというイメージがあるので、そこでぜひ、形に

なったら、それをまた広めて市場を広げて、もし中小企業も参加しているのであれば、そ

れがまた海外に流れないように、付加価値がついたままぜひ国内に残して市場を広げて拡

大していったら、もうちょっと元気になるのではないかなと感じています。 

 最後に、31ページの拠点集積性というところで深圳が出ているのですけれども、先月、

私も深圳のほうに視察に行ってまいりましたが、ここの町は平均年齢が32歳という若い国

で、携帯電話を中心にいろいろな産業が発達している。アイデアも、若いので、こんなこ

とを商品にしたいのだというくだらないようなアイデアも、スピード速くどんどん形にし

ていく。その技術はどうしているかというと、ネット環境を整えて世界で8,000人ぐらい

技術者が登録しているそうです。ほとんどが副業で登録している人で、案件が出たらやり
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たいという人に手を挙げてもらってどんどん形にしていくという。これは一つの深圳のビ

ジネスモデルではあると思うのですけれども、国がこうと方向性を決めたらそっちのほう

に動くという勢いのよさというのも感じて帰ってまいりました。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、小柴委員、お願いいたします。 

○小柴委員  ＪＳＲの小柴でございます。我々、素材企業で自動車から半導体、ＬＣＤ、

そしてライフサイエンスといろいろな素材をやっているので、ある意味でいろいろな産業

を知るチャンスがあります。あと、今、経済同友会で先進技術による経営革新委員会とい

う、その委員長を４年ぐらいやっていまして、それを通しましていろいろな方たちの意見

を聞く機会がございます。 

 それで、今同友会のほうでもいろいろレポートを書いたのですけれども、きょうのポイ

ントの中で、最初の３ページ目の環境認識に関しては、やはり見直されたほうがいいかな

という気がします。 

 まず１つに、私はSociety5.0というのは、日本の社会としての望ましい形としてはいい

と思いますけど、世界からみた日本からみると、これは内向き過ぎると思います。それか

ら、ここにあるように世界との競争ではなくて、世界との連携がこれからは必要だし、こ

のど真ん中のところというのが、全て日本の中で完結するという形を想像させるのですね。

だからこの部分というのは、私は見直すべきなのではないか。これは同友会とのいつもの

意見交換のところで言わせていただいているのですけれども、産業革命はＩＴの革命だけ

では終わらない。物流の革命が起こり、エネルギーの革命が起こらなきゃいけない。その

部分というのをよくわからなければいけないので、私としては、2025年以降が本当の勝負

だろうと。だから、この定量的な時間軸をしっかりもって、その中で産業政策をやってい

ただきたいなと思います。 

 それから、先ほど素材産業に強いというのがありましたが、製造業という立場からみる

と、昔、大量生産で来たのが、1980年ぐらいからマス・カスタマイゼーションとグローバ

リゼーションという軸に製造業って変わってきているのですね。これは世界の需給バラン

スとの関係があって、それによってニーズの多様性というのが出てきたのですね。ただ、

2000年以降というのは、パーソナリゼーションとリージョナリゼーションということに変

わってきているのですね。ですから、素材産業って何で強かったかというと、意外とすり
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合わせをしてやっていることで強かったということ。 

 これからは何かというと、リージョナリゼーションなり全くインフラのないところに物

がドーンと上がってくるというところがこれからのポイントで、プラットホーマー、プラ

ットホーマーって結構皆さんよく議論がありますが、プラットホーマーの一番の本質は何

かというと、今回のサウス・バイ・サウスウエストで出てきたコンピューターショナルデ

ザイン、これをよく理解し、自分たちのビジネスモデルに最初から組み込んでいるという

ところですね。ですから、ここは何かというと、スケーラビリティーが圧倒的に高いわけ

ですね。このスケーラビリティーというものを日本の企業がつけていかないと、これから

地域化というところになかなか対応できないだろうなというふうに、我々素材産業として

も同じ危惧をもっています。 

 経産省さんで私はいつもお願いしているところとしては、先ほどのイノベーションを起

こすところとして、東京ってすばらしいところです。これだけ集積されているところで、

先ほど言いましたように本当に産業革命が起こるには、やはり社会インフラが必要なので

すね。ですから、やるとしたら１つは、５Ｇのインフラをどこの国よりも先に整える。と

んでもない数のアンテナが要るわけですよね。 

 あともう一つは、やはり電力です。電力コストです。シアトルなど１キロワットが３セ

ントですよね。ですから、原発の稼働を含めてエネルギー政策というのは絶対必須のとこ

ろです。 

 あともう一つは、大きな意味での世界戦略を考えると、ジオポリティクスだけでなくて

ジオテクノロジーって物すごく重要になってきています。その中で量子コンピューター、

今日本でそろそろ議論されていますが、私は、日本はヨーロッパと連携する国際連携に早

く取り組んで、量子コンピューターの力を日本の中でやらないと、後で絶対後悔すると思

います。そこら辺のところが私からの意見です。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、江藤委員、お願いいたします。 

○江藤委員  一橋大学の江藤でございます。イノベーション研究センターで働いており

ます。私は、今回この委員会には標準化の専門家として参加しております。標準化につい

ては、皆さん重要性は非常に認識が高いのですけれども、いろいろな誤解が広がっており

ますので、このあたりについては、追々いろいろお話をさせていただきたいと思います。 

 今何をしているかということなのですが、標準化では日本の大学ではポストは取れませ
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んで、私は今、政策の科学という、政策を科学的につくれる人を育てようというコースを

開いておりまして、非常に難しいコースで、論文を２本書かないと卒業できない、だけど

何も学位は取れないというコースですけど、学生が毎年、倍以上の倍率で来てくださって、

そういうことを教えております。 

 そこでいつも教えているものが、まさにエビデンスト・ベースト・ポリシー、きちんと

事実に基づいて政策をつくろうということで、それは今までどれだけ事実に基づかない政

策が多かったかということなのですが、きょうみている表、図面もみんな、これはポリシ

ー・ベースト・エビデンス、もしくはポリシー・バイアスト・エビデンスだなと思うのが

非常に多いのですが、実を申しますと、私、10年前までそちら側におりまして、技術調査

課にいたときには、どんな政策でも私のところにもってくれば、それが正しいというエビ

デンスをそろえてあげると言っていたのです（笑声）。これはできるのですね。できるの

ですが、やってはいけないということをこちら側に来て私も強く反省しまして、きちんと

エビデンスで政策をつくろうと。ただ、今ちょっとそれは行き着いていまして、エビデン

スを言い過ぎている面もあるので、エビデンスと意思のバランスが非常に重要だと思いま

す。政策には意思がなければ絶対にだめなので、意思をもってエビデンスをちゃんとみる

ということをやって政策をつくりたいなというふうに思っております。 

 きょう、この資料をみせていただいて、１つだけ一番疑問なのは、「日本って何でしょ

うね」ということがはっきりしていない。日本は日本はというふうにいっていますが、実

はイノベーション研究センターの中でも日本という議論をする人はいませんし、大企業と

いうことを語ったときに、日本ってほとんど意味がないので、この「日本は」というのは、

政府は離れられませんから、政府が考える日本とは何かというのをきちんとまず整理して

意識合わせをしないとだめではないかなというのが一番のポイント。 

 というのは、私、文科省でもいろいろ研修の講師とかやりますけど、私がいつも言うの

は、文科省さん、ノーベル賞を日本人が取るのはまあいいです、ただし、海外で研究した

日本人がノーベル賞を取るのは最も恥ずかしいことだから、これを喜ぶのはやめてくださ

いと。本当は一番正しいのは、日本に外国人が来てノーベル賞を取ったら喜ばなきゃいけ

ない。実は１人当たりノーベル賞が世界で一番多いのはスイスですけれども、ノーベル賞

受賞者の半分以上は海外からの移民であり、その方々はみんな外にまた出ていくのですね。

それだけの流動性をもっているからこそノーベル賞が１人当たり一番多い。そこの日本が

やるべきものは何か。本当に日本人なら何でもいいのか。そうではないでしょうというと
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ころをぜひこの委員会の中でも共通認識としてつくっていけるといいなというふうに思っ

ておりますので、ぜひよろしくお願いいたします。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、石戸委員、最後になりましたが、お願いいたします。 

○石戸委員  今回から初めて参加します石戸です。よろしくお願いいたします。 

 私は、今でいうエデュテックと呼ばれるテクノロジー×教育人材育成に関する活動をず

っとしてまいりました。最近ですと、先端テクノロジーの集積まちづくりといったことに

も関わっております。非常に幅広いテーマですので、何をお話しすればいいのかなという

のは悩むところではありますが、最近アメリカと中国が対立し、ＥＵも各国大揺れの状況

で、政権が安定し、どの極ともうまく立ち回れる日本は国際的ポジションにおいてチャン

スだと思います。 

 

 日本ができることは何かを考えたときに、国家が予算を投じるということではなく、ア

メリカも中国もＥＵも含めてみんながパワーを集結する場を提供することが大事なのでは

ないかと思います。日本の国際競争力を高める議論がありますが、いつもこのような議論

で混乱するのは、日本企業の国際競争力を高めたいのか、日本の国際競争力を高めたいの

かという話です。 

 私は、どこの国のサービスだろうとテクノロジーだろうと、結果として日本が豊かにな

るのはいいのではないかと思っていまして、だからこそ集結するショーケースが必要だと

思います。その点において日本は非常に大きなチャンスをもっていて、2020年と2025年と

いう２回も世界から注目を浴びる場があります。それを活かすために、東京、大阪に集中

拠点をつくり、世界中のお金や人など資源が集まる集積拠点をつくるといいと思います。

分散よりも集中、2020年から2025年に向けたタイムラインをどのように引いていくのかが

重要なアジェンダだと思います。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 多様な側面からいろいろなご意見をいただきました。共通することは、余り時間がない

のでここできっちりと実のある議論をしようということと、先ほど江藤委員がおっしゃっ

たように、意志が大事だということです。どのような未来に向かうかということを共有し

ないことには実のある議論ができないので、そこについても意識を共有が進んでいること
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を感じました。 

 それでは、後半のほうに入りたいと思います。 

 次に、資料２の３．これからの政策の方向性について、まず資料の説明をいただいた後

にご意見を伺いたいと思います。よろしくお願いします。 

○山田総務課長  今いろいろなご意見を既にいただいてはおりますけれども、資料のほ

うにまた戻っていただいて、資料２の２．３．です。ページとしては32ページから。簡単

にご紹介をさせていただきます。 

 そういった意味で、政府として取り組んできたという政策を幾つか並べさせていただい

たのが33ページです。もちろん企業のほうの取り組みということで、出口を意識したよう

な取り組みをされていて、基礎に取り組む研究所などが閉鎖されてきているというのがあ

るのですが、国のほうは、こういうＦＩＲＳＴとかＩｍＰＡＣＴみたいな取り組みは進め

てきているということです。そういった効果は出てきているというふうに一応整理はして

おります。 

 また、34ページ目ですが、前回のこの委員会で、特にオープンイノベーションといった

話であったり、産学連携、橋渡しみたいな話、ＮＥＤＯの話もさせていただきました。正

直いうと、いろいろな取り組みも進んできていると思います。先ほど玉城委員からもお話

ありましたけれども、研究型ベンチャーもふえてきています。要するに応援する段階とか

そういったものに変わりが来ているということかもしれませんが、どういったエコシステ

ムとか規模を目指すべきかというのを考えて、出口をみた取り組みをしていかないといけ

ないのではないかというふうに思っています。 

 35ページ目以降は数字なので割愛をします。35ページ、36ページ、オープンイノベーシ

ョン、ベンチャーの数を紹介しております。 

 37ページ目は産学連携、これも共同研究の金額はふえてきますし、また、先ほど髙原委

員からも話がありましたが、筑波大学とトヨタの話であったり、あるいは産総研といろい

ろな研究の協力が進んだりと、こういったようなことは進んではきています。 

 38ページ目にございますとおり、産学連携といっていますが、これからは産学連携とい

うのをいかに人材の流動化も含めて一体的な取り組みができるかという、そういう取り組

みというのが必要なのかなということかと思っています。 

 39ページ目はベンチャー、スタートアップの支援の取り組みです。そういった取り組み

をいろいろとやってきているということが、39ページ、40ページです。 
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 41ページ目は標準の資料を入れさせていただきましたが、こういった市場環境の中で、

標準というものの役割というのも認識してやっていく必要があるということかと思います。 

 42ページ目は、ＮＥＤＯに技術戦略研究センターというのをつくりましたが、こういっ

たシーズのつくり方、探し方や戦略づくりみたいなところというのも取り組みが始まって

いるということです。 

 43ページ目以降が、先ほどから皆さん方にも既にお話をいただいていますけれども、

我々が目指すべきものというのをはっきりさせながら我々の取り組みを考えていくという

ことで、正直いうと、経産省だけで考えるわけではなくて、ＣＳＴＩという全体の取り組

みがある中で、その中で関係府省とも協力しながら経済産業省が取り組むべき政策を検討

していくということも我々としては考えたいなということです。 

 日本のＧＤＰがどんどん拡大をしていくことがもちろん望ましいわけですけれども、そ

の中で進め方は、いろいろな要素が絡み合ってくるということで、44ページ目にこういう

イメージの図をつくっておりますが、どこで競争力を発揮していくかというようなこと、

将来ビジョンを描くべきかというようなことを挙げさせていただいています。 

 議論として、我々としても最終的にいろいろな政策も考えていきたいということもあり

ますので、45ページ目に政策の方向性みたいなものはつけさせていただきました。これは

例ということになりますが、例えば技術のインテリジェンスを高めるというような話。シ

ーズをどうやって育成していくかという話。研究開発プロジェクトをどういうふうにやっ

ていくかという話。あとオープンイノベーション、これも先ほどありましたように海外と

の連携、こういったところも視野に入ってくるのではないかという話。あとは人材もそう

です。女性も含めたイノベーション人材をどういうふうにしていくかという論点。あとは

企業やスタートアップによる挑戦、これをどうやって増やしていくかというような論点。 

 一応例示として挙げさせていただいていますけれども、この分野は非常に広くて、きょ

うはとにかく論点全て例示をさせていただきました。これを全てやるという話には恐らく

ならないので、幾つかの分野を、幾つかの取り組みなどを優先的にやったり、今やらなき

ゃいけないのはこれだ、みたいな話であったり、そういったようなご意見をいただければ

ということでございます。 

 最後に若干触れていますが、オープンイノベーションとかは前回も議論したのですけれ

ども、多分企業とか業種とかによっていろいろ話は違うと思います。やりやすい業種もあ

ればやりにくい業種もあるということもあるので、47ページ目には、分野によってもこう
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いう検討というのをしていく必要があるのではないかということで、例示をさせていただ

きました。我々の今目の前で一番大きな課題になっているところは、実はエネルギー・環

境の話です。2050年にどうしていくかというような話を考えるときに、例えばこういうと

ころというのは長期的にやらなきゃいけないのですけれども、企業が自分でやるかという

と、なかなかそういうわけでもない。こういったようなところに向かって、どういうふう

に我々としては対応を考えていくべきかというような分野別の検討というのもこれから必

要なのではないかなというようなことを少し挙げさせていただいたのが47ページ目でござ

います。 

 ちょっと早口で駆け足になりましたが、以上、とりあえず我々の今の現状の整理として

は、こういう形で出口的なものも少しお示ししながら、また先ほどの続きになるかもしれ

ませんけれども、ご意見をいただければなというふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。後半の部分にかかわることについても先ほど

ご意見いただいておりますが、今の部分について、ぜひ追加的にご意見もいただければと

思います。 

 今度は順々ということにしませんので、発言のある方から札を立てていただければと思

います。 

 みなさんに考えていただいている間に一言申し上げます。先ほど高橋委員から、いろい

ろな事業を、文科省なり経産省が主導して考えるところまではうまくいっても、それを事

業として、例えば公募型の研究や補助金事業など、具体的な事業として実装するところで

元々のフィロソフィーが壊れてしまう傾向があるというご指摘がありました。そこのとこ

ろで随分もったいないなと感じることは、私自身も相当経験しています。これについて、

行政として、事業の具体化の段階で創造的に新しい仕組みを生み出すための工夫は何かで

きそうでしょうか。どなたでも結構です。どうぞ。 

○高橋委員  現場のリアルなところをちょっとだけご紹介して、国がもうちょっとでき

るところをイメージやすいよう、私が思っている設計趣旨とフィルターの部分のお話をち

ょっとしたいと思います。 

 例えば、今47ページがあるのですけれども、参考で「分野によるイノベーションエコシ

ステムの差異」と書いてあって、例えば(4)のところに「エネルギー・環境」と書いてあ

るわけです。長期的視野で研究開発が重要だから、ここは企業の中のお金だけではなくて

産学連携やりましょうと。ＮＥＤＯさんだったりＪＳＴさんだったり大型の産学連携で、
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あるディフィニッションで事業ができ公募が始まります。しかし、ここからが問題で、一

つ一つのルールは正しいのですけれども、挑戦的な事業であればあるほど、既存ルールが

その事業にマッチしないこともあります。それをどのくらい担当部署が、リスクを乗り越

えてその事業を実装するために改変できるか。ＰＤ、ＰＭの責任なんていわれたりします

が、最良のカードがなくてルール等で手足を縛られ、動けないことは結構あると思います。

事業規模が大きくなったり参加者が多様で、社会的な注目度が大きくなったりすればする

ほど、それが多分顕著なのではないかと思います。 

○飯田産業技術環境局長  私も全く同じように考えています。産学連携って本当に中で

議論すると、さっきいろいろおっしゃっていた、いろいろな方がへとへとになられたとか、

そういうことというのは実は役所側は十分にみられていないところがあるのですね。 

 高橋委員がおっしゃったようなことというのは、おそらく制度設計は組織を上げて大議

論してあるけれども、制度の運用のところはリスクをとれない担当者が運用している。そ

うすると、本来であれば成果を出すために大きな決断をしなくちゃいけないのを、担当者

が形式的に小さく判断してしまうので、結果的にうまくいかないということになったりす

る。別にこの局の政策だけではないのですけど、国がやっている施策の中で結構多いのは、

非常に素晴らしい政策を作っているのだけど、結局実施の段階、例えば現場で何が問題で

うまくいってないかということが十分フォローアップされてないとか、実施するときの細

かい運用がちゃんとできていないということが、実は非常にたくさんあるのではないかと

思っております。例えば２年半前にやった産学連携でも、この資料でいくと35ページ目、

いろいろなことをやっています。 

 オープンイノベーションをやる場合には税をすごく優遇するとか、白書をつくっていろ

いろやっているのですけれども、例えば税一つとっても、実際我々が思っている以上に現

場の方はご存じなかったりする。これはもしかしたらＰＤＣＡの回し方なのかもしれませ

んけれども、徹底的にやらなくちゃいけない。これは難しいことというか、しっかりと制

度を運用すること、これはすごく大事なことかなと思っております。 

○五神委員長  ありがとうございます。東京大学で提案する場合は、多少であれば募集

要項と違っていても構わないと考えて応募することもあります。それで門前払いされてし

まうこともあれば突破できることもあります。つまり、私たちが「よい」と思う形が募集

要項の中にきちんと書き込まれてないということも珍しくないと思っています。 

 石戸委員が、そろそろお時間だと伺っているのですが、もし発言があれば。 
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○石戸委員  では、少し思うことを述べさせていただければと思いますが、技術戦略と

社会実装戦略のバランスをとっていただきたいと思います。例えば、中国では、ＡＩの教

育導入というのを国家戦略として位置づけて入れています。教育がおくれた分、ＡＩの導

入を国家戦略として位置づけることで一気にトップまで上り出ようという考えです。中国

ではキャッシュレスも進んでいますが、社会がおくれてきた分、一気に切り替えられた。

技術開発より技術導入が早いのではないか技術導入の場があるからこそ技術開発も進んで

いるという側面もあると思います。例えば、政府が公共事業において先端技術を率先して

活用していくなど、社会実装の戦略にぜひ力を入れていただきたいと思います。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございます。中国については、デジタルエコノミーにおいて

発展したポイントとして、デジタルエコノミーでは従来のものづくり産業と違って多額の

初期投資が不要で、そのアドバンテージをもって発展してきたということと、データを活

用する場合に、西側諸国ではプライバシー等の規制がある中で、経済成長最優先で、北京

大学の経済学者いわく「プラグマティック・ソーシャリズム」という考えがあり、その点

でも相当アドバンテージがあるということです。ですから、中国との違いを踏まえた上で、

日本なりの優位性をどう使うかという組み合わせを考えていかなければならないと思いま

す。ありがとうございました。 

 それでは、小柴委員、お願いします。 

○小柴委員  産学連携の中で、オープンイノベーションの中でいつも感じるのが、まず

日本の科学技術予算が文科省に偏り過ぎだと思います。本当に科学技術予算をやるとすれ

ば、やはりシーズ研究だけでないもうちょっと後ろのステージに入れていくのに対して、

ＡＭＥＤという非常にいいものができたなと思いましたが、予算規模って500億ぐらいだ

ったと思うのですけど、少な過ぎますよね。だから、文科省のもっている巨大な予算を解

体していかないと、僕は絶対だめだろうなと。これは同友会でも同じ意見を言わせていた

だいております。 

 もう一つ、やはり予算の使い道というところで、私、オープンイノベーションの中でよ

く比較で出させていただくのが、ベルギーのＩＭＥＣというところです。僕、86年から彼

らとずっと一緒にやっているのですけど、一番感じるのが、彼らはＩＭＥＣというフラン

スの政府が支援しているのですけど、それのゴールを地域の雇用をふやすというところに

置いているのですね。ですから、国家予算をやったときに、その成果が国に戻るというこ
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とではなくて雇用を育てるという、あの考え方をもうちょっと使ったほうがいいのではな

いか。でないと、これから国際連携していくときに、海外企業をなかなかその中に入れて

いけないというのがもう一つあります。 

 それから、今私たち、慶應義塾大学の医学部と病院と共同研究棟をつくって、10年間の

産学共同研究をやっています。我々みたいな素材産業が何でそこでやっているかというと

ころだと思うのですが、経産省の方にも随分ご支援いただいたのですが、先生方のお話を

聞いていると、予算の期間が短いのですよね。それから、基準がころころ変わると。です

から、なかなか継続的に取れない。イコール、今言った職員が採れない。かつ、いいPh.D、

ポスドクが雇えないというところで、我々10年間、大体年間でいうと８億ぐらいから始ま

って、最終的には20億ぐらいになると思うのですが、ＩＢＭが今ＭＩＴと一緒にやってい

るのが、５年間で２億4,000万ドルとかといっていますけど、結構そこで、自慢するよう

なのですけど、我々の予算規模と全然変わらないと思うのです。 

 ですから、やはり10年間の予算がしっかり入るというところで、本当に研究所を構え、

職員を雇い、かつポスドクを雇えるという、これは企業としてもう少し取り組んでいくべ

きだと思いますし、それは一つに、課題があるから我々がこういうのをやる余地があると

いうことをご理解いただいたらよろしいかとは思います。 

○五神委員長  ありがとうございます。10年という期間は非常に重要です。我々も10年

規模の連携が保障されていれば、研究者を安定的に雇用することが可能ですので、優秀な

研究者を集めやすくなります。きちんとした連携をする前提条件だと考えています。 

 それでは、塩瀬委員、お願いいたします。 

○塩瀬委員  先ほど話題にも出たＡＭＥＤでＰＯもさせていただいているのですけれど

も、そこでの経験も踏まえて思うと、ニーズの相場で人材育成することがすごく重要で、

さっきの最後の「これからの政策の方向性」というところの45ページ、ＰＤＦだと46ペー

ジになると思うのですけど、この中で優先順位としての政策にＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄとあるので

すけど、個人的には、ＡとＥとかって本当に同じ場所でやらないといけないのではないか

なというふうに思います。ただ、インテリジェンスを積み上げるというところとビジョン

を組み立てるところ、そこで実際に人材育成をされるというところも、どうしても優先順

位でいうと後ろ回しになってしまうのです。 

 日本の中でいうと、技術人材がすごく重要だと思うのですけれども、ある産業がしぼん

で、ある産業が立ち上がったときに、また一から育て直しというふうになってしまって、
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そこはどうしても二度手間になるし、人間の頭の中に入るスキルって、多分そんなに一朝

一夕にシフトできるわけではないと思うので、それまでに積み重ねたものをできるだけス

ムーズに収束させることはすごく重要だと思うのです。ちょうど去年とか一昨年とかも、

半導体メーカーが苦しかったときに、次どこに行くとなると、どうしてもみんなちりぢり

になってしまう。ちょうど同級生とかがＴ社で半導体やっていて、Ｔ社からＴ社という自

動車に異動しましたけど（笑声）、振られる直前に。その前は、Ｐ社でプラズマディスク

をやっていた人間が違うところに異動しましたけど。というのを、ずっと同級生がやって

いるのをみていると、みんなちりぢりに異動していて、そこまで積み重ねたものが集合と

して動けないというのは、すごく日本としてはもったいないなと。 

 そういう意味だと、例えばフィンランドとかですとノキアが崩れたときに、そこからス

タートアップを起こすというところの政策は、政府が場所を用意して、そこでスタートア

ップを集中的につくらせたとかというのも、多分人材流動の方向性をつける御旗としては

すごく重要な場所だと思うのです。 

 先ほどの筑波とトヨタの話などもすばらしいと思うのは、産学連携が産学融合に進むと

きって、人材も育ち、そこにニーズがちゃんとあるところで育てないといけない。ドイツ

だと、アンインスティチュートって大学のそばに起業研究所があって、ニーズのそばで人

材育成と研究開発がなされるので、そこに先ほど高橋さんがおっしゃったように、政府の

ほうからもインテリジェンス機能として人に入っていただくことが重要で、僕自身もプロ

ジェクトをつくるときに必ず役所の人と話をするのは、「今異動して何年目ですか」と聞

くようにしていて、その方が異動し初めでないと、今から２年間一緒に仕事できないのだ

なと常に、いた経験を踏まえて思うので、「今もう１年半ぐらいです」と言われると、

「あー、そうですか」と、できるだけお断りをするように動いてしまう。 

 そこを一緒にハンズオンしてくれかどうかというのはすごく重要なので、今、僕、文科

政策の中でも、病院で人材を育成するというのをやっていまして、それは先ほどのハンズ

オンできる人材をいかに育てるかというプロジェクトなのですけど、やはりニーズのそば

で育てるという上で、役所からも異動したての人が来るかなども含めて、お金だけではな

いところで一緒に汗をかいていただく場所はすごく必要だと思うので、そういうのが本当

のインテリジェンス機能になるといいのではないかなというふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、藤田委員、お願いいたします。 
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○藤田委員  札を立てるというのを知らなくて、無視されているのかと思って傷つきつ

つあったのですけど（笑声）。 

 ちょっと視点を変えまして、結局プロジェクトとかなにかというのは、やることが目的

ではなくて、うまくいくと、実用化といいますか社会実装が目的だと思いますので、その

視点から思っていることを言いますと、今日本の国として、基礎と応用というか、基礎と

課題解決でいいと思うのですけど、その比率というのは非常に曖昧になっていないか。国

としてこういう比率でいくのだというのをまず決めていただくと、我々もすっきりすると

いうのが１点あります。 

 ２つ目が、明らかに課題解決のプロジェクトに対して応募がたくさんあります。そのほ

とんどは、アプローチが基礎研究のアプローチなのですね。つまり社会実装が目的ではな

くて、今自分がやっていることを継続してやるとか、今自分がやっているところの予算を

ふやすとか、そういう視点がほとんどで、結果としてうまくいきません。 

 それに対して、学術会議でどういう議論があったかといいますと、学術会議のある方が、

競争的資金はけしからぬ、うまくいっていないではないか、その理由は特許が出ていない

と、こういう議論をしているのですけれども、それは明らかに間違いであって、課題解決

に対して基礎研究のアプローチをして成果が出るわけがないので、それは企画した側も応

募した側もどっちも悪いというふうに私は感じました。 

 何が言いたいのかというと、結局は課題解決の場合、課題解決のためのベストなアプロ

ーチをすべきですし、基礎研究は基礎研究でこれまた大事で、それは基礎研究としてやる

べきなのであって、そこのところの区分けが曖昧であって、特に応募する側が、基礎研究

をやりたいのに課題解決のほうにすり寄って今の仕事を続けたいというのがちらほらみえ

るところにちょっと問題があるので、そのあたりは、国として基礎と応用の比率をどうや

ると、予算はこうするというのを明確にすれば、そういうコンフュージョンはなくなるの

かなというふうに思います。 

 以上です。 

○五神委員長  ありがとうございます。私も実感するところであります。 

 藤井委員、お願いします。 

○藤井委員  ２つあるのですけど、手短に申し上げたいと思います。 

 １つは人材の件で、何ページかにシリコンバレーとか深圳とか、そのあたりの絵があり

ましたけれども、先ほど塩瀬委員がおっしゃっていたのと同じようなことだと思うのです
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が、シリコンバレーというのは結局人材プールがそこにあって、会社は大体10年に１回ぐ

らい全部ご破算になり、そこからまた新しいベンチャーが生まれていくというサイクルが

あって、その人材がある程度成功した中でエンジェルの役割を果たす人も出てきてという、

そういうサイクルが起こっているということが非常に重要です。そうした人材プールを考

えたときに、これもどなたかおっしゃいましたけれども、東京には大学もたくさんありま

すし、研究あるいはベンチャーを起こしていく環境としてはかなり期待できるのではない

かというのが１点です。 

 ですから、このせっぱ詰まった状況でというふうに委員長はおっしゃいましたけれども、

リスク投資あるいはリスクをとって企業を起こす、背中を押すようなことが政策的にでき

るといいのではないかと思います。 

 そのときに、そのリスク投資の面でも国内だけに目を向けるのではなくて、海外のそう

いったエコシステムとどうつなぐかという視点ももしかすると大事なのではないかという

ふうに思います。例えば、海外にちょっと出ていって武者修行をしてきて、そこでうまく

テイクオフすれば、それがそういう意味では、日本発なのだけれどもテイクオフはワール

ドワイドにしましたねということになりますし、そういったことも考えていいのかなとい

うふうに思います。 

 もう一つはプロジェクトの実装の件ですけれども、これもやはり今藤田委員もおっしゃ

いましたけれども、課題解決に向かってやるプロジェクトという話と、新しい分野を立ち

上げる、つまり少し先の未来に向かって新たな分野を立ち上げるというものと、全くそう

いう意味ではフェーズが違うので、そのときにプロジェクトのマネジメントの役割が全く

正反対の役割を果たさなければいけないということですので、そのあたりをきちっと考え

た上でプロジェクトを起こしていく、あるいはオープンイノベーションを仕掛けていくと

いうことを議論していく必要があるというふうに思います。 

 以上でございます。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 それでは、玉城委員、お願いします。 

○玉城委員  私もプロジェクトの実装の面において、今お二人にほとんどおっしゃって

いただいた、藤田委員と藤井委員にほとんどおっしゃっていただいたのですけれども、現

場としての意見で。いろいろな予算を取りながら研究を進めているのですけど、全体のプ

ロジェクトからいろいろな委員を務めさせていただいたおかげで、私自身は、このビジョ
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ンがこうあって、ここからおりてきて、ここの組織に入って、こういうビジョンに落とし

込まれて、それでこの予算ができて研究ができるのだなというところまで、やっとわかる

ようになったのです。すごく小さな小さな末端の研究員としての話なのですけど。 

 一方で、もっと大きな予算を取っていたりとか、予算をいっぱい取っている研究者がた

くさん周りにいて、周りの研究者に聞くと――その研究者たちはポスドクとかもいろいろ

雇っているのですよ、総合戦略読んだかという話をしたら、それは何ですかと。経産省さ

んの委員の議事録とか読んだりしますかみたいな話をすると、その委員とは一体何なのだ

という話で、予算の内容の申請書類はきちんと読むのですけれども、全く末端の研究者に

ビジョンがきちんとおりてきていない。ビジョンがおりてきていないということは、その

プロジェクトを実装するときにどんな人材が必要であるとか、海外の人なのか、先ほど一

番初め、冒頭に藤田委員がお話しされていた、どんな経験が必要なのかとか、女性の視点

が必要なのかとかというのも、まず人材がわからない。 

 それに加えて、最後にプロジェクトが終了に向かっていくときに、政府とか産業とか次

の分野の知見に引き渡すときに、どういうフィードバックが必要なのかというフィードバ

ックがないのですね。政策を出したとしても、政府としてもうまくいったのかどうかわか

りづらいレポートが返ってくるというところで、そこの流れをきちんと精査していくとい

う仕組みが必要だなと思います。 

○五神委員長  ありがとうございます。プロジェクトの応募者がビジョンを理解してい

ないだけではなくて、その応募を審査する審査委員会も、実装の段階になってから組織さ

れている場合も多いのでもともとのビジョンとは切り離されています。応募者と審査は募

集要項ベースで行うのでつじつまが合っているように見えます。しかし、もともとの大き

なビジョンを立てたところとのずれがあるので、ビジョンを立てた人がその後でつじつま

合わせに走ってしまうというようなこともあります。決してこれが全部だとは言いません

が、私が経験したものの中でそういうものもかなりあり、それを修正する必要があります。

なけなしの国税を使って行う事業なので、有効に使わなければなりません。こうした本質

的な議論が行えるとよいと思います。 

 佐々木委員、お願いします。 

○佐々木委員  私の周りで起こっていることを考えると、近くにいろいろな人がいて、

実際にミックスするという大切さが新しいものを生んでいくなと思うので、ほかの国がや

っている知識集積型拠点というもの、先ほど東京だと集まっていると言いましたけど、そ
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ういう集め方ではなく、ばらばらしているので、ここにこういう拠点をという指針を政府

がきっちり出して、本当にみえる形というものをつくってあげると、皆さんの意思も、そ

ういうものをつくるのだなというのがしっかりわかっていくので、そういうものをきっち

り。そのときにも、ちゃんと教育機関というものを真ん中に置きながら、企業がいて、そ

こから育ってくる人たちも、若い人たちもそういう雰囲気の中で育っていくという、そう

いうものをつくる必要があるのではないかなというふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 そのほか。では、江藤委員、お願いします。 

○江藤委員  ちょっと視点が変わるかもしれませんけど、私もこの国の政策ということ

についていろいろ悩んでいるところがあって、一番心配しているのが非競争領域を探すと

いう、国がお金を出す場所は非競争領域で競争前段階でないといけないというイメージが

まだ残っていて、これは最も企業がやりたくない部分なので、そこにお金を出すというの

は多分一番企業にとって価値がない。競争領域にきちんとお金が出せるようになるような

考え方というのはできないものか。それは直接的に技術を国に戻させるのではなくて、そ

の企業がちゃんと強くなって税金を納めてくれればいいではないか、もしくは雇用をちゃ

んと維持してくれればいいではないかと、成果をちょっと遠いところに置いてきちんとプ

ロジェクトが立てられるようにならないのかなと。そうすれば、企業が本当にやりたいと

ころを国が支援できるようになるのではないか。 

 私たちは共同研究を組んでいても、企業は秘密にしたいのだけど、どうしてもそこを一

緒にやらせてくださいと、そこはできるだけオープンにしてくださいと。今すごくオープ

ンサイエンスのところでもそういう役所側の意見が強いので、それを何とかしない限り企

業は逃げていくばっかりではないかというのをすごく心配しておりますので、そういった

ところをもう少しご検討いただければありがたいなというふうに思います。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 では、小柴委員、お願いします。 

○小柴委員  今のところに近いところなのですけど、先ほどいった、例えば東京を一つ

のインフラでというモチーフで考えた場合、我々企業からすると、では、助成金とか支援

が国から欲しいかというと、余りそんなこと思わないですね。やはり欲しいのは、インフ

ラを整えてくれたり規制を外してもらうことが一番重要なのですね。ですから、変に公的

なお金をもらって、今言われたように競争領域で異業種が連携をしてやっていくのですけ
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ど、これって本当に、僕はそんなにお金が欲しくないですね。だからお願いしたいのは、

インフラをそろえていただく。例えば５Ｇのインフラとか、電力のインフラとか、あと規

制改革だと思うのですね。サンドボックスって相変わらず使われていないですし、そこは

お願いしたいなと思うのです。 

 もう一つはシリコンバレーなのですけど、私もシリコンバレー、12年ずっと住んでやっ

ていたのですけど、シリコンバレーって多産多死なのですよね。その中で結局何をやって

いるかというと、僕は人のネットワークだと思うのです。そのネットワークを介したのが、

ベンチャーキャピタリストの本当の上の１レイヤーなのですよね。いろいろいるのですけ

ど、日本の人たちもいるのですけど、結構いいところまで来ているのですけど、一番トッ

プレイヤーにはまだ誰も入っていない感じがしますよね。それがあるのですね。そこが非

常に大きいです。 

 ただ、シリコンバレーの人たちが日本に来て、東京に来て一番驚くのは、20分行けばど

の会社のＣＥＯにも会えるというところですね。例えば経団連みたいなのもないし、同友

会みたいなのもないし、経済産業省みたいなものもない。ですから、これネットワークな

のですよね。ネットワークを別にそのベンチャーキャピタリストがいないからといって嘆

くことなく、ネットワークを我々がやればいいと思うのですね。 

 だから、シリコンバレーって非常にいいところだと思うし、僕はもう二度と行きたくな

いなと思うところもあるのです。ですからシリコンバレーは、余りモチーフに考えず、も

うちょっとブレークダウンして、そこが何なのかということを考えないと、僕はちょっと

方向性を見誤るなと。 

 発言で誤解を与えるといけないと思って、済みません、もう一回お話しさせていただき

ました。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 前に出た話で、国がすべきことは何かというのは、まさに小柴委員のおっしゃるとおり

だと思います。税金を投入する産学連携の補助金事業で、企業がコミットするなら、責任

をきちんと担うために国と企業の出資を五分五分にしようということがありますが、逆に

これには問題があると私は考えています。50％で株主を説得できるような事業であれば、

100％企業がお金を出して実施できるはずです。そのような事業のために税金や労力をか

けて国が補助金事業を行う必要はないと思います。10年後には絶対必要だけれど、今の株

主を説得することができないというものを国家インフラや大学を使って「０:100」で、む
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しろ全額国のお金で実施するということにするべきです。０:100、100:０というのは私は

理解しますが、50:50というのは実は最も無責任になるのではないかということをずっと

言い続けているのですが、結果的にいろいろな議論を経ると五分五分の話になってしまい

ます。こうしたマッチングファンド的な考え方は、とても経済合理性を欠いていると思っ

ています。こうしたことは大学人が言っても説得力がなさそうなので、ぜひ産業界の方か

らも積極的に発信していただけると助かると思います。 

 シリコンバレーの話についても、人的ネットワークが極めて重要だというご指摘があっ

たことと、先ほど日本はリスク投資が劣後しているということが問題だと述べましたが、

アメリカでリスク投資を一番アグレッシブに開発して拡大したのはエンダウメント投資で、

それは大学周辺で育ったものだと言われています。それを今から真似してもおそらく周回

遅れになってしまい、時間のない日本にとっては有効な方策ではありません。日本の企業

は、外国資本比率をみると分かるようにグローバル化がすでに進んでおり、海外に活動の

軸足を置いているところが多いので、実は国外では積極的にリスク投資を行っている場合

もあります。日本国内でリスク投資が進まないのはマインドの問題が大きいのかなとも思

っています。チャンスは大きいのではないかと思っています。 

 よろしいでしょうか。どうぞ。 

○塩瀬委員  先ほどの東京に集中しているというところなのですけど、多分東京という

くくりだと広過ぎてよくわからないのだと思うのですね。去年、グーグルのセミナーで基

調講演をさせていただいたときにフィッツジェラルドが言っていたのは、誰がコンタクト

パーソンかわからないという話をされていたので、どの分野で話をするにしても、どこに

集積しているのかがみえない。確かに近いのは近い。だから、知っている人にしかわから

ないというところがあったので、多分そこの御旗がすごく足りないというのが一つ大事な

のかなと。 

 そういう意味で、さっきの拠点化をしていってずっとついてくれる人が必要なのですけ

ど、例えばＴＳＣとかも予測を立てるのだけど、その予測を立てたプロセスをどこにも残

すところがないので、本当は先ほどのエビデンスも、今もしエビデンスがないのであれば、

今からエビデンスをためることも含めてインテリジェンス機能自体が、拠点がアーカイブ

の機能を果たせばいいのかなと。要するにどういうネットワークでというのが、今までは

どうしても人づてにしかコネが使えなかったので、その拠点の中に人脈が集まり、そこで

やった政策立案のプロセスもアーカイブされるようになるといいかなというふうに思うの
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で、そういう拠点をつくって、そこに人が集まる場所というのが大事なのかなと。 

 ことし、土井さんとかと有人宇宙飛行のプロジェクトを立てるという話をしたときに、

昔は有人宇宙飛行がムーンショットになっていたと。それは、ＳＦで宇宙に行くというこ

とが憧れの世代がみんなプロジェクトをつくっていたわけで、今はＳＦにも漫画の中にも

宇宙は資源開発の場所として出てくるので、宇宙に行くということはムーンショットにな

らない。そうなったときに次の世代を集めようと思うと、有人宇宙飛行というだけでは人

が集まらなくなっているので、若手の優秀な人たちを集める文言にならない。 

 そういう意味でいうと、新しい憧れの場所はああいうプロジェクトの中に参加できると

か、そこで新しい技術が手に入るとかという技術者集団であるとかというのが憧れになら

ないといけなくて、そういう部分をつくらないと――まだ何かムーンショットというテー

マが、20年前、40年前ぐらいのムーンショットのままになってしまっているところが一つ

の課題ではないかなというふうに思うので、そこをもう一回刷新する場所が必要だと思い

ます。 

○五神委員長  ありがとうございます。 

 では、小松委員。 

○小松委員  先ほど小柴委員がおっしゃったように、インフラの環境の整備というのは

かなり大事だと思うので、そこは予算かけて進めていただきたいことだと思います。 

 ただ、会社の外の環境が整ったとしても、会社の中もそれに合わせて整えていかなけれ

ばいけない経費は、企業に負担になってくると思うので、当社も補助金ありきの投資はど

うかと思っているほうなのですけれども、改善の部分ですとか、パソコン買い替えなどの

費用に関しては助けていただけると助かります。 

 なので、エネルギー・環境にしても、ＬＥＤ化にしたくても、その辺の負担はかなりか

かってくるので、そういった面でも補助は考えていただけるとありがたいと思っています。 

○五神委員長  ありがとうございます。東大で今構想している一つの考えを紹介します。

ＡＩ、ＩｏＴ、ビッグデータ時代においては、データをリアルタイムで処理して活用する

ことが今後のトレンドになります。そうなるとどこかにスパコンレベルの大きなまとまっ

た計算資源が必要になる場合もあります。それを国内のどの地域のどの産業、どの機関で

あっても使えるようにするために、大学が使っている学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）

を活用できると考えていますＳＩＮＥＴは47都道府県をすべて超高速の100Gbpsでつなぐ

高性能で高品質な情報ネットワークで、レイテンシーなく使えます。さらに、モバイルネ
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ットワーク網の活用などと組み合わせて、それを国土の末端のところで、ラスト１マイル

の部分もきちんとつなぐことも可能です。こうしたインフラを既に日本は持っているので、

それを産学連携の中で活用したり、地域の大学などとも連携したりすると、日本全体でデ

ジタル革命の果実を享受できるような活動を一気に展開することができます。ＳＩＮＥＴ

とそれを活用できる大学というインフラは既にあるので、多額の投資をしなくてもすぐに

活用できるということを繰り返し主張しています。これもまだ浸透が不十分なところもあ

るので、こうしたものを組み合わせていけばよい形になると思います。 

 よろしいでしょうか。そのほか、委員の先生方から何かご発言ありますでしょうか。 

 それでは、オブザーバーの方からももしご意見があればいただきたいと思いますので、

どなたからでも結構ですので、よろしくお願いいたします。 

○及川副理事長  ＮＥＤＯでございます。発言の機会をいただきまして、ありがとうご

ざいます。 

 私ども、研究開発のファンディングと実際の研究開発プロジェクトのマネジメントをす

る機関でございまして、この委員会のご議論を踏まえて、私どもの機能あるいは役割とい

うのも変えていかなければいけないと思ってございます。そういう意味で、いろいろなご

示唆をいただき、真摯に対応してまいりたいと思ってございます。その上で、私ども実施

機関として本日お話のあった中で幾つか感じておりますことを４点発言させていただきた

いと思います。 

 １点目は技術戦略でございます。本日の話題にもありましたけれど、私どもＮＥＤＯで

は４年前にＴＳＣを設置しまして、国プロの設計図を作ることを目的に技術戦略を策定し

てまいりました。社会実装も見据えながら、どういう組み合わせでどういう人たちにやっ

てもらえるのかというのをイメージしながら作っているものでございます。本日の議論を

伺っていますと、もう一段高いレベルから産業の全体像を描くようなニーズというのがあ

るのだろうなというのを感じてございまして、我々自身もそういう問題意識は持っており、

ビジョンという言葉で内部的には呼んでいるのですけれども、そういったビジョンの検討

を開始しておりますので、ご示唆いただければと思います。 

 ２点目は国際共同研究でございます。先ほど来「競争力」という言葉がございましたけ

れど、我々のミッションといたしましても、日本の産業競争力強化を念頭に、端的にいえ

ば、国内にあるリソースを活用してどういうことをやっていくかという観点でプロジェク

トを作ってきた経緯、あるいは実施してきた経緯がございます。こういうやり方というの
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は、必ずしも全ての分野において日本に優位性があるわけではないという前提に立ちます

と、現実そうだと思うのですが、やはり限界があるというのも一方で感じてございまして、

特に今後より大きな社会課題、世界的な課題を解決したいと思うのであれば、積極的に海

外のリソースというのも使ってそれに臨んでいくべきではないかと感じるところがござい

ます。もちろん一定のルールなり仕組みの下でやっていく必要があろうと思いますので、

またご示唆いただければと思います。 

 ３点目はオープンイノベーションでございます。これも似たようなコンテクストなので

すが、私どもオープンイノベーション創造協議会（ＪＯＩＣ）の事務局として、一定の知

見を有してございます。日本のオープンイノベーションを、この４年間で推進してまいり

ましたけれども、実態起こっていることをシンプルな言葉で申し上げれば、ある特定の企

業を核としてサプライチェーンをつないでいくようなオープンイノベーションが多いので

はないかと感じています。これをもっと横に広げ、異分野、異業種などとの連携を積極的

に推進できれば、本当はもっと大きな価値や便益が生まれるのではないのかなと感じてい

るところがございまして、こういったところの仕組み、やり方とかについても、ご議論、

ご示唆をいただければと思う次第でございます。 

 最後はスタートアップでございます。ＮＥＤＯは、ベンチャーキャピタルと違いまして

エクイティのところのファンディングというのは行ってございませんが、前段階の技術シ

ーズを育てていくとか、それを大企業につないでいくとか、エクイティ以外のところで支

援する活動を４年ほど行ってきてございます。その中で感じますのは、物量からいえば、

本日の資料にもありましたように、アメリカですとか先進事例・国とは数の上では見劣り

する部分もあるのですけれども、実はこの４年間ぐらいの間に50件近くのプロジェクトを

ＮＥＤＯが支援してまいりまして、それぞれが多産多死にはなっていない、ちゃんと生き

ていて、時間はかかったけれどもスタート台に乗った、あるいは成長軌道に乗りつつある

というのが出てきています。 

 海外にもこのようなやり方が存在するのかどうかわからないのですが、ベンチャー支援

のコンテクストの中で、細かい、手厚い支援で成果を出すというやり方というのも現にあ

るのだなというのを感じているところがございます。こういったやり方というのをどう評

価し、政策の中でどう位置づけていくべきなのか、ご知見がいただければと思っていると

ころでございます。ありがとうございました。 

○五神委員長  ありがとうございます。 
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 では、岡田理事、お願いいたします。 

○岡田理事  産総研でございます。産総研は、現在第４期の中期計画の中で橋渡しに取

り組んでおります。この橋渡しというのは、この場でも２年半前に議論ございましたけれ

ども、特に企業からの共同研究を138億円まで増やすべきという、それぐらい企業に寄り

添った研究をやれということで取り組んでおります。 

 ここでも議論ありましたけど、共同研究を研究者同士の個人ベースではなくて組織対組

織の連携でやるべきだということを踏まえまして、我々はオープンイノベーションラボラ

トリーという、これは大学の中に産総研のラボをつくらせていただくもので、既に８つの

大学につくらせていただいております。また、企業との冠ラボという制度も発足させてい

ただいていまして、現在、10の企業のラボが産総研の中にあります。 

 また、この橋渡しの共同研究というのは、一方で企業の足元の課題を支えるということ

が主眼に置かれておりまして、今日の議論にもありましたけど、既存の研究というのが非

常に多いわけであります。一方で産総研という国のお金で実施している機関としては、今

現在産業界に担い手がいない、例えば水素のような研究について、今いないけれども将来

担ってくれるであろう産業が出てくることを想像しながら、次世代の産業技術を創出する

ようなことも産総研としては取り組んでいかないといけないと考えております。その橋渡

し研究と基礎研究のシーズのバランス、どっちにどれぐらい取り組むのかというのが我々

として大きな課題になっていると思います。 

 また、橋渡しに重点的に取り組んでおりますけれども、標準化や人材育成ということも

ありますし、地方創生ということも含め、多様な機能が経産省直下の国立研究所の役割と

して期待されているのではないかと思っています。 

 いずれにしましても、平成32年以降、次の第５期の中期計画を今現在検討しております。

産総研は今どれぐらいの規模かといいますと、産総研のプロパーは非常勤入れて約5,000

名、あと企業と大学から来ている方が別途5,000名いますので、計１万人で1,000億円の予

算を使わせていただいております。経産省のファミリーの一員として活動をしていきたく、

また技術水準の創出という面では、企業ではなかなか中央研究所というのがなくなって、

その面が弱くなっているとも聞いておりますので、産業界のいい意味での中央研究所の役

割も経産省直下の国立研究所として果たしていきたいと考えております。今後ともご指導

いただければというふうに思っております。 

 以上です。 
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○五神委員長  ありがとうございました。 

 では、最後に岡野理事、お願いします。 

○岡野理事  私、ＮＩＴＥという組織でございまして、正式名称は製品評価技術と書い

てありますけれども、ＮＩＴＥと４つのアルファベットで、よく「ナイト」という名前が

テレビで、製品、ストーブが燃えたりとか、そういう意識啓発をするようなことをして、

製品の事故を未然に防止したり、それ以外にバイオ産業、別途微生物を９万種類もってお

りまして、それを産業界に、発酵とか酵母とか、あるいは薬のもとになるようなものを提

供するなど、幅広くやっております。 

 私どものＮＩＴＥは技術者集団ではあるのですけど、若干研究開発とずれているのは、

技術を使いまして安全性の評価とか、あるいは技術の情報を集めるとかいう役割でありま

す。２点ほど私どもの役割というのは大きくあるかなと思いますのは、１つは器という役

割と、あと、もう1つは触媒というような役割なのかというのがあります。 

 器というのは、例えばバイオですと、バイオのデータを集めるということでやっており

ますので、パーマネントな――委員長からありましたように、どこのパソコンを使って集

めるのかというのはこれから問題になると思いますので、例えば企業などだと、そのデー

タをずっともっているという保証というのは必ずしもなくて、そういうところは公的機関

の器としての役割があるのかなというのがあります。 

 もう一つは触媒で、例えば産学連携するとき、産業と学といろいろなところを連携する

ときに、気づきの機会とかいうところって、ともすると隣のところは何をやっているか見

えないというのがあります。私ども、例えば冒頭言った幅広く製品事故も扱えば、カビも

扱っています。例えばエアコンカビによる人体の損傷みたいなものをやったときに、家電

業界だとなかなかそういう知見もありません。一方で、では微生物学会だけだと、エアコ

ンというものの機能との連携で何が悪いのかというところをなかなか見つけられにくいと

いうのがありますので、そういったことを研究している人材がパーマネントにいるという

意味では触媒という役割。 

 ２つの大きな役割があるのかなと思っていますので、今後ともご示唆いただければと思

っております。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、そろそろ終了の時刻になっておりますので、今いただいた意見に対するコメ

ントなども含めて、渡邊審議官から最後にお話をいただきたいと思います。よろしくお願
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いいたします。 

○渡邊大臣官房審議官  本日はありがとうございました。最近は、手詰まり感や諦めみ

たいなものとか、ボトムアップの減少や上への忖度とか、そういう雰囲気がないか心配で

す。 

毎年毎年、新しいことを考えなければいけないという切迫感もありますが、考えてみる

と、既存のものを結びつけて新しいものができることは多く、結局オープンイノベーショ

ンが大事だと感じました。 

 私は、直感で仕事をする上司に仕えたことがあります。当時、部下は、あの上司は予見

可能性がないと言っていました。あるとき勇気をもって、「どうして直感で仕事をするの

ですか」とその上司に聞いたら、「前例もデータも過去のものなので、それに基づいてい

たらイノベーションは起きない」と言われまして、感銘を受けました。 

 きょうは刺激的なご意見をいただきまして、また、五神委員長からのところどころでの

ご示唆も勉強になりました。しっかりまとめてまいりたいと思います。 

○五神委員長  ありがとうございました。私も冒頭のご説明を聞いて、懐かしいなと思

いつつ、このままでは少しまずいと思ったのですが、今日の議論を聞いている中で、さま

ざまな面で産官学の連携の仕組みの改善も進んでいることがわかったので、ぜひこの議論

を生かしていただきたいと思います。 

 所定の時間が参っておりますので、本日はここまでといたします。 

 最後に、事務局から連絡がありますでしょうか。 

○山田総務課長  次回委員会は、１月の恐らく中下旬ぐらいに開催をさせていただきた

いなというふうに思っております。 

 今度は、いろいろな外の方から話を聞くというような機会も設けていきたいと思います

し、また、きょうもいろいろな意見をいただいていますので、個別かどうかわかりません

が、いろいろと意見交換を皆さんとさせていただきながら、先ほど言ったとおり、なるべ

く受けとめてどんどん頑張って、チャレンジしてということで我々取り組んでいきたいと

思っておりますので、よろしくお願いをいたします。 

○五神委員長  ありがとうございました。 

 それでは、本日は、お忙しい中お集まりいただきまして、どうもありがとうございまし

た。 

 以上をもちまして終了とさせていただきます。 
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                                 ――了―― 

 


